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市税の納め忘れはありませんか?
～税の納期内納付にご協力ください～

問い合わせ　納税課　納税管理係（☎内線334・335）

　

市
税
は
福
祉
や
教
育
、
生
活
環
境
の

整
備
な
ど
の
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
充
実
さ

せ
る
た
め
の
大
切
な
財
源
で
す
。

　

し
か
し
平
成
29
年
度
末
で
の
市
税

（
料
）
の
滞
納
繰
越
総
額
（
年
度
を
繰

越
し
て
未
納
と
な
っ
て
い
る
市
税
の
金

額
）
は
７
億
4
千
万
円
に
も
の
ぼ
り
ま

す
。

　

市
税
の
滞
納
は
、
そ
の
財
源
確
保
に

大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
、
市
民
サ
ー
ビ

ス
に
支
障
を
き
た
す
こ
と
に
も
な
り
か

ね
ま
せ
ん
。
ま
た
、
督
促
状
や
催
告
書

の
発
送
な
ど
の
余
計
な
経
費
に
税
金
を

使
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
し
て
何
よ

り
、
き
ち
ん
と
納
期
内
に
納
付
し
た
人

と
の
公
平
性
を
欠
く
こ
と
で
も
あ
る
の

で
す
。

　

市
税
の
納
め
忘

れ
が
な
い
か
も
う

一
度
確
認
し
、
納

め
忘
れ
が
あ
れ
ば
、

早
急
に
納
め
て
く

だ
さ
い
。

　

市
で
は
、
市
民

の
皆
さ
ん
の
納
税

の
公
平
性
を
保
ち
、

財
源
を
確
保
す
る

た
め
、
様
々
な
徴

収
対
策
を
強
化
し

て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
滞
納
処
分
強
化
に
よ
っ
て

収
納
率
は
や
や
上
が
っ
て
い
ま
す
。
納

期
内
納
付
に
ご
協
力
い
た
だ
く
こ
と

で
、
滞
納
整
理
に
必
要
な
費
用
を
減
ら

す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

期
間
入
札
公
売

　

期
間
入
札

公
売
と
は
、

一
定
の
「
入

札
期
間
」
を

定
め
、
そ
の

期
間
内
に
入

札
を
受
け
付

け
、
別
に
設

定
さ
れ
た
開
札
期
日
に
開
札
を
行
っ
て

最
高
価
買
受
申
出
人
を
決
定
す
る
方
法

で
す
。

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
と
は
、
滞
納

者
か
ら
差
し
押
さ
え
た
財
産
を
ヤ
フ
ー

株
式
会
社
が
運

営

す

る

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

オ
ー
ク
シ
ョ
ン

を
利
用
し
て
、

売
却
を
行
う
公

売
手
続
で
す
。

納
付
が
困
難
な
と
き
は

相
談
を

　

事
業
の
休
廃
止
や
や
む
を
得

な
い
事
情
に
よ
り
納
付
が
困
難

な
場
合
は
、
猶
予
制
度
を
受
け

ら
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
滞

納
は
放
置
せ
ず
、
早
め
に
連
絡

し
て
く
だ
さ
い
。
生
活
状
況
な

ど
を
お
聞
き
し
、
完
納
に
向
け

た
納
付
計
画
の
ご
相
談
に
応
じ

ま
す
。

督
促
・
催
告

滞納処分の流れ

滞
納
処
分

換
価
・
配
当

財
産

調
査

　納期限までに納付されない場合、納期限

から20日以内に督促状を送付します。

　それでも納付されない場合は、訪問をし

たり催告書を送付したりします。

※訪問や催告書の送付は、法律に定められ

ているものでは

ありません。滞

納の状況や経緯

によっては省略

されることもあ

ります。

　　

　金融機関、勤務先、取引先などに対して

財産の調査を行います。

　国税徴収法などに基づき、預貯金、生命

保険、給与、不動産などを差し押さえます。

必要があるときは自宅を捜索して、車両や

動産を差し押さえます。捜索は同法に基づ

いて実施するため、裁判所の令状を必要と

しません。

　債権（預金、給与など）は取り立てにより、

不動産や動産は公売により換価され、滞納

市税に充当されます。

　納期限までに納付されない場合は、滞納

市税に対して年8.9％の割合で延滞金が加算

されます。※数字は平成31年中の割合

滞納処分実績表

年　度 処分件数 換価件数 換価額（円）

平成27年度 750 479 52,511,030

平成28年度 716 587 45,944,438

平成29年度 785 533 50,204,414


